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研究成果の概要（和文）：本研究を通し、最小限の投資による効果的な開発思想を持つリーンスタートアップ手
法に基づく研究成果として、以下のことが明確になった。まず、ユーザーを中心とした関与者の全体像を把握
し、ユーザー側のニーズや問題を把握することの重要性である。ただし、これらは単純な考察や検討では精度の
高い議論が不可能であることが認識され、開発初期段階では仮説としての提示しかできない。最終的には、ユー
ザーの消費行為を「ユーザーが対象を操作して機能を取り出すこと」と定義づけることにより、取り出される機
能に注視することの重要性が認識された。本研究は、研究成果として、これらの内容を学術論文にまとめていっ
たものである。

研究成果の概要（英文）：Through this study, the following were clarified as research results based 
on the Lean Startup methodology, which is an effective development concept with minimal investment. 
First, it is important to grasp the overall picture of the people involved, especially the users, 
and to understand the needs and problems on the user side. However, it was recognized that these 
cannot be discussed with a high degree of precision through simple consideration and examination, 
and can only be presented as hypotheses in the early stages of development. Finally, by defining the
 user's act of consumption as "the user's manipulation of an object to extract a function," the 
importance of paying attention to the function being extracted was recognized. As a result of this 
research, these contents were summarized in an academic paper.

研究分野： 技術経営
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義としては、経営学的な視点と工学的な視点を融合させ、領域の壁を越えた議論により知見
を得たことである。特に、モノが創られるプロセスを考えたとき、これまでの事実からの客観的検証に基づく考
察と、これから展開されるであろう創造的思考に基づく考査との融合は、新しい視点を得たと考えている。
研究成果の社会的義としては、研究成果に、実際の製品開発活動に実践的な方向性を示すことができる面が含ま
れており、これからの開発スピードが速まる可能性が高い製品領域を中心に、新しい可能性を付与するものと考
えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
現在、基盤的な技術が飛躍的な発展を遂げ、また、市場環境が急激に変化し、市場の要望や価
値観は連続的にその内容を変えている。このような中で、各製品のつくり手は、的確な判断に
基づく精度と完成度の高い設計内容を創り出す必要性が生じていると言える。その中で、製品
開発の効率性を上げる方向から、リーンスタートアップ製品開発の考え方が、汎用性も含め、
米国を中心に注目されてきた。 
一方、使い手の価値観の創出に関しては、経験に基づく一種のシークエンスによって得られる、
経験価値という概念が議論されてきた。しかし、この指摘内容は、使い手の経験等を拠り所に
する限り、結果として抽象性を少なからず含むことが避けられない。そのため、実際のつくり
手が、これからの製品開発に活かすことができる具体的なフィードバックを得ることは、困難
な面があると言わざるを得ない。 
本研究の原点は、経営学と工学の研究者の、共同研究会での議論の中にある。この議論の中で、
企業における設計者や技術者、工学系の研究者や教育者の中で、「機能」という面が根本的にあ
いまいに考えられてきたことが浮き彫りになった。そこから、吉田（研究代表者）が、「使い手
は対象を操作して機能を取り出す」という考え方の下、使い手が使用することによってはじめ
て発生する「発生機能」が、設計プロセスで設計者によって生み出される「設計機能」とは、
根本的に異なることを指摘し、基本的な「発生機能」の特性に関する論理体系を整理してきた。
これらの基本的な考え方は、吉田（研究代表者）が論文、書籍にまとめている。 
一方、リーンスタートアップ製品開発に注目する本申請関係者は、現状では製品開発中にフィ
ードバックすべき内容が極めて重要であると考え、抽象的な顧客の経験価値等が次世代の製品
開発に直接活用し難い点に着目した。そのため、開発プロセスを整理し、ユーザーが製品を利
用して初めて取り出す機能（「発生機能」）が、このリーンスタートアップ開発の重要な点を担
う可能性に着目すべきであるという考え方に至った。 
これまで、この整理した開発プロセスに含まれる「発生機能」について、研究代表者を中心に、
本申請研究の内容に興味を持っている研究分担者、設計実務者、海外研究者と議論を進めてき
ており、「設計機能」の複雑性と、「発生機能」の不確実性から、対象製品の特性を分類化し、
それぞれの類型の中で主要な影響因子を抽出する検討をしてきた。 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、リーンスタートアップ製品開発において、使い手側が使用することで初めて
生まれる機能に着目しながら、各つくり手が効率的な新製品開発によってどのようにイノベー
ションを実現できるか、国内事業にむけた理論的フレームを明示することである。 
近年の変化が激しい市場環境に対して、これからの製品開発はどのような考え方をとるべきか。
昨今、開発段階の投資と時間の無駄を抑えるため、最低限機能する製品を顧客に示し、その反
応を素早くフィードバックしながら製品を進化させる、リーンスタートアップ製品開発が、IT
産業を中心に広い分野で提唱されており、大企業を含み、新製品開発における新しい可能性に
関する期待がよせられている。ただし、導入において最も重要な点となるのが、フィードバッ
クによって適切な製品概念を打ち出すことであるが、その手法は未だ手探りの状態と言える。
そのため、本研究は、使い手が製品を使うことで初めて生み出される機能に着目し、様々な製
品開発の具体例を検証しながら、効率的なフィードバックの方向性を示すものである。特に、
多くの製品分野やサービス分野に共通する基盤的な考え方を、視点を絞りながら示していくこ
とを目的とする。 
 
 
 
３．研究の方法 
本研究の対象であるリーンスタートアップ製品開発は、暫定的な製品を使い手に供給し、そこ
からフィードバックされる情報によって、価値をつくる確度の高い製品を開発する考え方であ
る。そのため、当初案の設計のプロセス、当初案の使われ方のプロセス、改善案の概念設計へ
のフィードバック、という 3段階の流れを精査しながら、重要な点を明示化しなければならな
い。 
（１）対象の抽出 
まず、具体的な研究対象を複数挙げていく。対象は、重要なパラメーターによって類型化し、
それぞれの類型を捉える必要がある。本研究の一連の事前研究による学術的議論を経て、類型
化の必要性が意識されてきた。その点を、検討していくものとした。 
（２）「設計機能」と「発生機能」の記述 
「設計機能」は、設計者によって把握されているハウである。しかし、事前研究によって設計
者へヒヤリングしたところ、明確に把握されているとは言い難い状況が浮き彫りとなり、記述



の必要性が捉えられている。「発生機能」については、製品分野によって異なる特性があり、抽
出時のパラメーターを参考にしながら、実際の使い手から得られる情報を継時的に精査してい
く。 
（３）改善設計へのフィードバックの理論的フレームの構築 
得られたデータから、主要な影響要因を分析し、改善のための 2次的な設計へのフィードバッ
クの内容を、つくり手、使い手の双方に再度確認しながらまとめていく。最終的に、国内のリ
ーンスタートアップ製品開発の手法確立のために、機能面から見る理論的フレームを構築する。 
 
 
 
４．研究成果 
 
主に以下の 3点に集約しながら研究の成果をまとめ、査読論文としてまとめていったものであ
る。 
 
① 設計プロセスの中で生み出される情報特性 
本研究では、生産物として設計情報、生産プロセス、関与者、製品構成などの複雑性が高く、
また、求められる機能がきわめて多様であると考えられる建築を主たる対象として取り上げて
きた。 
建築は、一つ一つが異なる場所、異なる時期、異なる目的で創られる。敷地が隣り合わせの建
築プロジェクトでも、接道条件、方位、敷地面積、用途、予算など、多くの創造因子で異なる
ことになる。特に、主要用途、副次的な用途などは、多くの場合に異なることになるが、創る
考え方、大切にするべき要素、複数の用途の関係性に関する思想などの多くの情報により、つ
くり手の創造に関する多くの面が影響を受けることになり、創り方そのものが違うものとなっ
ていく可能性があると考えられる。 
このような建築の創造活動の中で、多くの創造に関する情報が創出されていくことになる。そ
れらの情報は、創造プロセスの各段階で生み出されることになるといえるが、同一なものや均
一なものが多くみられるというよりは、異なる特性や因子が認められる可能性が少なくないと
考えられる。なぜなら、創られる建築の各部分は機能や位置や目的によって異なるため、それ
を創るための情報も各部分で異なる傾向があると考えられることになるといえる。 
しかし、このような建築の創造に関する情報は、体系化しながら全体像を理解するために行う
議論は多くなかったと考えざるを得ない。その反面、技術の進化によって記述できる情報の範
囲は飛躍的に広がり、創られる建築も複雑性が増している。 
本稿の目的は、このような現状を踏まえ、建築の創造過程の中で生まれていく情報について、
できるだけ全体像を理解できるようにするために、重要と考えられる因子を抽出しながら、特
性の把握のための手法を開発することである。そして、現在議論が進んでいる BIM (Building 
Information Modeling)などに関し、建築に関する情報の特性を整理することにより、今後の可
能性を理解することを視野に入れるものである。この点により、建築生産の技術面の進歩に対
し、創造プロセスに必要な情報の理解による貢献ができることとなると考えるものである。 
本研究では、建築の創造過程の中で生まれていく情報について、できるだけ全体像を理解でき
るようにするために重要と考えられる因子を抽出しながら、特性の把握のための手法を開発し
た。この情報に関する特性を把握できれば、BIM などの多くの可能性を含む技術的な進歩につ
いて、開発の方向性や、ターゲットとする情報操作の領域などを、俯瞰的に把握していくこと
が出来ることになる。本稿では、萌芽的な試みである面があり、その特性の把握手法の考え方
の提示までとなっているが、一つ一つの建築の創造に関する情報の把握手法として、確立でき
ていると考えている。 
 
 
② 設計機能と発生機能の差異の抽出 
人工物とは、人によって創られたものであるが、特に、設計されたものという捉え方がある。
多くの製品やサービスは設計された人工物であるが、この設計された多くのものに共通する基
盤的特性を読み解いていった。 
前述の理由から、一つの代表的な事例として、建築や空間を考えていく。それぞれの建築や空
間は、人々の生活や活動の場として、長い期間、社会の中で様々な働きや役割を担う。しかし、
その建築が長期的に果たしている実際の働きや役割、つまり建築の機能そのものについては、
基礎的な理論を踏まえた議論や、実例を理解した上での議論が、進んでいない面があると考え
られる。一方、このような役割や働き、つまり機能は、建築の創り出す価値に直結する面があ
ると考えられる。これは、当然のことではあるが、使い手が要望する役割や働きを対象の建築
や空間が実現するとき、使い手は価値を感じる面があると考えられる。社会の中で建築に求め
られる主要な面について、必要と考えられる創造プロセスを示しながら、機能を拠り所にしな
がら考察し、必要な方向性を示すことを進めた。具体的には、建築を創るために必要な情報の
作成の流れを精査し、建築の働きや役割である機能の生成という視点に絞りながら、建築創造
に関する根本的な議論を行った。特に、前半で基礎的な創造プロセスの考察を行い、後半でそ



の内容についての実例による分析を行い、議論をまとめていった。 
結果として、機能の創出という一つの視点に絞りながら建築創造に関する根本的な議論を行い、
建築の設計情報の作成に関する工程を精査し、建築の創造プロセス全体についての考察を行っ
た。ここで、建築の創造プロセスの最終段階として、使い手の使用によって初めて発生する発
生機能に着目すべきであることを示した。そして、この発生機能という概念に当てはまる全く
初めての事例調査として、事務所ビルのエントランスホールのケーススタディなどを行った。 
 
 
③ ユーザー側の活動特性把握 
学術的なツールを使用して客観性を担保しながら、ユーザー側の各組織の動向を分析すること
により、基盤的な設計における必要な知見を、できるだけまとめていった。 
ここでも、理論に矛盾を含むことを抑えるため、多くの製品やサービスを内包している建築に
焦点を定め、論理展開をしていった。 
2020 年以降、パンデミックにより、多くの面で生活や産業などに影響が出ている。また、ビジ
ネスの領域では、変化の一つとしてリモートワークによる業務形態の急激な移行が起こってい
る。この移行の方向性については、行政や社会全体から求められる傾向も認められる。ただし、
行政の要請や指針などは、均一的に企業側へ通達されている面は否定できず、産業領域や業態
の特性を踏まえた指針などについては、殆ど触れられることが無かったと考えられる。しかし、
各組織や各企業は、自分たちのビジネスモデルと関連する基盤的技術の発展を熟慮しながら、
テレワークの実施の可能性を検討し、具体的な手法や方法の決断をしていく必要がある。要す
るに、各企業は、テレワーク実施の要請はされてしまったものの、どのようにすべきかという
点については、誰も示唆してもらえていない状況に陥ったといえる。このような状況の中、建
築設計領域の立場としては、社会が大きく変革する過程で、テレワーク導入の可能性などを含
む求められる方向性を、真摯に議論していく必要があると考えられることに根差した研究視点
を展開したものである。 
ここでは、実際のデータに基づきつつ、構成要素間相互依存性に注目することにより、客観性
を担保しながら製品やサービスのつくり手である組織の設計思想を整理しながら、パンデミッ
クの中でテレワークに関する各組織の動向を分析することにより、事務所建築計画における必
要な知見を一つの視点からまとめた。特に、事務所建築の使い手の事業特性を記述し、テレワ
ークとの相関関係を把握し、建築計画の知見に反映させることが出来る可能性を追ったもので
ある。 
この議論の貢献は、主に二つの点である。事務所建築計画手法に重要なテレワークについての
知見を深めた点と、事務所建築計画に必要な使い手の活動の理解手法を明示した点である。一
つ目については、テレワークの推進の傾向が一過性かどうかを試考した点であるが、全く不明
瞭だったところから始まり、恒久的な現象である可能性を導いたものとなっている。これによ
り、事務所建築計画の中で、現在取り上げられていないテレワークによる求められる空間の知
見について、新しい方向性を示唆したものである。二つ目については、建築計画の主たる対象
である、空間の使い手の活動について、理解の仕方を明確にした点であり、これまで進められ
てこなかった感が否めない事務所建築の使い手である事業者の活動の理解を対象としたもので
ある。ここでは、製品やサービスをつくる事業活動において、つくるプロセスの構成・つくる
対象の構成を注視することにより、そのビジネスモデルの一面が論理的に理解できることを示
した。 
 
 
以上の内容から、以下の点を見出したと考えている。 
・二種類の機能（「設計機能」と「発生機能」）の把握 
本研究では、具体的な調査・分析を以下のように位置づけ、対象を明確にしていった。 
「設計機能」は、設計者への事前ヒヤリング、設計サイドがまとめた仕様書や製品説明の内容
と、出来上がった製品を分析し、分析内容を基に設計者を中心としたつくり手サイドに再度ヒ
ヤリングを行い、明確化を進めた。 
「発生機能」については、後述する研究計画に記載したように 3つの範疇に分け、類型ごとに
対象の製品・生産物を三つ以上抽出する。（一つの対象では問題が生じたときに研究が進まなく
なる可能性があるためである。）それぞれの類型別に、顕在的機能と潜在的機能について、客観
性を中心にしながら主観性も否定せず、双方を記述していく。 
・リーンスタートアップ製品開発の実現のための機能面からのフィードバック手法の開発 
記述された二つの機能について、製品ごとに差異を整理し、当初の設計案の機能面に欠けてい
た要因を分析する。その要因によって、国内の各製品のリーンスタートアップ製品開発におけ
るフィードバックにおいて、どのようなパラメーターが重要であるかを議論し、仮説を整理し、
可能な限り明確にしていった。 
このことにより、これまで薄めだった面がある、製品の価値創造の一翼を担う、機能面に着目
した効率的な開発手法の確立に貢献するものとなると考えている。 
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